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独立行政法人経済産業研究所 平成24年度計画 

 

１．サービスその他業務の質の向上に関する目標達成のために取るべき措置 

 

(1) 経済産業政策の重点的な視点と中長期的な政策ニーズを見据えた研究領

域・研究テーマの設定 
 

経済産業研究所（以下、「研究所」という。）の第三期中期目標期間における研究につ

いては、日本経済を成長軌道に乗せ、その成長を確固たるものにしていくためのグランド

デザインを理論面から支えていくことが期待されている。このため、下記の経済産業政策

の重点的な視点に沿って研究を推進することが求められている。 

＜経済産業政策の重点的な視点＞ 

①世界の成長を取り込む視点 

②新たな成長分野を切り拓く視点 

③社会の変化に対応し、持続的成長を支える経済社会制度を創る視点 

中期計画において、第三期に取り組む研究は、これら３つの重点的視点を反映すること

とされており、本年度の研究プロジェクトはその方針に従って行う。 

本年度も前年度に引き続き、個々の研究プロジェクトのうち一定のまとまりを持つ分野

として、以下のプログラムを設定し、これらプログラムの下に設けられる複数の研究プロ

ジェクトを中心に政策研究を実施することを予定している。 

○貿易投資 

○国際マクロ 

○地域経済 

○技術とイノベーション 

○産業･企業生産性向上 

○新しい産業政策 

○人的資本 

○社会保障・税財政 

○政策史・政策評価 

なお、研究の進捗状況、経済情勢の変化に伴う新たな研究ニーズ等を踏まえつつ、必要

があれば年度内においてもプログラムの変更・追加等を行うこととする。 

 

(2) 質の高い研究内容とするための研究の進め方 

 

研究活動の実施に当っては、客観的・中立的な分析を基本とする。また、内外の研究機

関や研究者とのネットワークを拡げ、政策当局や産業界とも連携を図りながら取り組みを

進める。 

研究プロジェクト毎に、①ブレインストーミング・ワークショップ（ＢＳＷＳ）、②中

間報告会（研究プロジェクト期間の中間の時期）、③ディスカッションペーパー検討会の

３段階のプロセスを実施やスケジュール遵守のルール化を通じて、的確な進捗管理を行う。

また、研究成果について厳正な評価を受け、研究活動にフィードバックする。 
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(3) 政策提言・普及業務及び資料収集管理等 

 

研究成果の普及・政策提言を効果的・効率的に行うため、ウェブサイトでの研究論文等

の公表、刊行物の発行、シンポジウム・セミナー等の多様なツールを多面的・積極的に活

用する。経済産業省の関係部局に対する成果報告会の実施、ノンテクニカルサマリーの充

実、マスメディアに対する積極的なＰＲ等中期計画に盛り込まれた事項を着実に行う。 

通商産業政策史について、出版及び講演等を通じて普及を行う。 

データベースの構築・蓄積については、欧米の同種のデータベースとの比較可能性を意

識して取り組む。 

 

(4) 研究・発信のパフォーマンスを向上させるための取り組み 

 

専門的な研究分野において多様なニーズに対応し、研究所の運営上も重要な役割を果た

す常勤研究者の充実に努める。また、研究に一定の方向を与え、取りまとめていくコーディ

ネーション機能を高めるため、研究プログラム毎に置いているプログラムディレクターの

機能の更なる充実を図っていく。 

海外からの委員を含む外部諮問委員会において研究の内容や成果等の検証を行う等、事

業実施段階から、外部からの客観的な視点を積極的に取り入れていく。 

経済産業省に在籍する行政官やコンサルティングフェローへの学術的知見の提供の充

実等に取り組む。 

 

(5) 業務向上の指標 

 

中期計画を踏まえ、以下の達成に努めるものとする。絶対数を定量的指標としている事

項については、原則として計画期間５年間の総数を機械的に５で除した数字を記載してい

るが、本年度は中期計画期間の第２年度に当たるため、中期計画期間全体を通じて目標の

達成が可能となるよう、(1)に記載の各プログラムの下で、各々のプロジェクトが質の高

い成果を生み出せるか否か検証するとともに、その成果を確保するための基盤を整備する

ことに力点を置く。 

 

＜定性的指標＞ 

－(1)で記載した重点的視点を反映した斬新な政策研究・提言活動を実現（時々の政策立

案・実行をミッションとする政策当局と役割面において補完性を確保） 

－これら斬新な政策研究・提言活動によって、効果の薄い政策の改善・廃止や新しい政策

の導入に資する理論的・分析的基礎を提供 

－政府の意思決定・政策形成に影響力のある文書や有識者間での政策論争に研究所の研究

成果・提言内容が関与した実績を確保 

－研究自体を自己目的化せず、中長期的な政策ニーズに資する政策研究・提言活動を実現 

－研究所において整備したデータベースについて、外部への提供の是非等も含めて検討を

行い、最適な利用状況を確保 
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＜定量的指標＞ 

－研究テーマの設定及び研究成果並びに成果発信活動を経済産業政策への貢献の観点か

ら評価するための経済産業省へのアンケート調査等を通じたユーザーの事後評価にお

ける満足度３分の２以上 

－開催したシンポジウム、ＢＢＬセミナー等の内容についてのアンケート調査等による参

加者全体の満足度、経済産業省から参加者した者の満足度３分の２以上 

－研究成果に基づく書籍刊行４冊以上 

－内部レビューを経て公表した研究論文８４件以上 

－公開で実施するシンポジウム、セミナー(ＢＢＬセミナーを除く)等の開催件数６件以上 

－ＢＢＬセミナーの開催件数５０件以上 

－研究論文のホームページからのダウンロード件数については、内部レビューを経て公表

した和文及び英文の研究論文の平均で１本当たり年当たり４，４００件以上 

－電子メールによるニュースレター配信月３回以上、広報誌等広報物の発行年５回以上 

－ホームページのヒット件数８０万件以上 

－外部レビューによる研究成果の学術的水準について、全体で上位３分の１の水準 

－外国語による論文数、シンポジウム・セミナー等に参加する海外の識者の数、外国語に

よるニュースレター・広報誌等を合わせて年間１００件以上 

－白書、審議会資料等における研究成果の活用の件数年間２０件以上 

 

以上のほか、以下の点を評価に活用する。 

－研究成果に基づく論文等が英文の査読付き学術誌に掲載されること、英文の専門書籍に

収録されることなど、学術的成果として国際的に高い評価を得た実績 

－マスメディアを通じた発信の状況、産業界や一般の有識者に対するアンケートによる評

価、各データベースの利用状況 
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２．業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置 

(a)一般管理費及び事業費 

第２期に引き続き、第３期中期目標の期間中、一般管理費については、運営費交付金によっ

て行う事業について、非常勤職員の常勤登用による一般管理費の減少分を除き、毎年度平均

で、前年度比３％以上の効率化を図る。また、業務費については、新規追加・拡充部分及び非

常勤研究員の常勤登用による業務費の減少分を除き、毎年度平均で、前年度比１％以上の効

率化を図る。 

 

(b)役職員給与 

第３期中期目標期間においては、効率化のための不断の努力を行いつつ、国内外の研究機

関等との連携強化等を進めて国際的にも評価の高い政策シンクタンクを目指す必要があることも

踏まえて、研究体制の充実に努める。 

 

(c)役員人事及び契約 

役員人事及び契約に関しては、公平性・透明性を高めていく観点から、政府方針に基づいた

改革を一層推進する。 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年11月17日

閣議決定）に基づく取組を着実に実施し、随意契約は真に合理的な理由があるものに限定し、

競争入札についても実質的な競争が確保されるよう努める。 

内部統制については、総務省の独立行政法人における内部統制と評価に関する研究会が平

成２２年３月に公表した報告書（「独立行政法人における内部統制と評価について」）等を活用し、

更に充実・強化を図るものとする。 

 

(d)事業所 

分室の必要性・現状について常に点検し、施設の効率的利用を図る。 

 

(e)自己収入 

競争的資金の獲得については、一層の努力を行うが、研究所のミッションから外れた研究を行

うようなことがないよう、各研究員が競争的資金の獲得を目指す場合には、各研究員が当該業務

にどの程度重点を置くかを確認するとともに、研究所本来の目的に適合する内容であることを審

査するものとする。また、出版物の拡大等により、自己収入の確保に努める。 
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３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

○予 算            （千円） 

区 別 金 額 

収入 

 運営費交付金 

 受託収入 

 普及業務関係収入 

 寄附金 

科研費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

 計 

 

１，４１８，４８２ 

４，８８０ 

７７８ 

２，０００ 

５，０７０ 

９０ 

２１３，１４９ 

１，６４４，４４９ 

支出 

 業務経費  

  うち 調査及び研究業務関係経費 

  うち 政策提言・普及業務関係経費 

  うち 資料収集管理等関係経費 

 受託経費 

 一般管理費 

 計 

 

１，４３７，５８３ 

１，２１９，１２７ 

１０４，８９７ 

１１３，５５９ 

４，８８０ 

２０１，９８６ 

１，６４４，４４９ 

［人件費の見積もり］運営費交付金のうち、３８１，２３３千円を支出する。 

 なお、上記の額は、常勤役員及び常勤職員に対し支給する報酬、賞与その他手当の合計額で、

退職金、福利厚生費（法定福利費、法定外福利費）は含まれていない。 

［退職手当財源の考え方］退職手当については、運営費交付金を財源とする。 

 

○収支計画                              （千円） 

区 別 金 額 

費用の部 

 経常費用 

  調査及び研究業務費 

  政策提言・普及業務費 

  資料収集管理等業務費 

  受託業務費  

  一般管理費 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 受託収入 

 普及業務関係収入 

 寄附金 

科研費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

１，６４４，４４９ 

１，６４４，４４９ 

１，２１９，１２７ 

１０４，８９７ 

１１３，５５９ 

４，８８０ 

２０１，９８６ 

 

１，６４４，４４９ 

１，４１８，４８２ 

４，８８０ 

７７８ 

２，０００ 

５，０７０ 

９０ 

２１３，１４９ 

 

０ 

０ 

０ 
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○資金計画                              （千円） 

区 別 金 額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

  

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  受託収入 

  普及業務関係収入 

  寄附金 

  科研費収入 

 金利収入・雑収入 

 前年度よりの繰越金 

１，６４４，４４９ 

１，６４４，４４９ 

０ 

 

１，６４４，４４９ 

１，４３１，２１０ 

１，４１８，４８２ 

４，８８０ 

７７８ 

２，０００ 

５，０７０ 

９０ 

２１３，１４９ 

［注］財務内容の健全性を確保する観点から、資金の借入の健全性、使途の透明性、資金使途の有

効性が損なわれないように努めるとともに、本来得られる収入の機会を逃さず、固定経費が発

生する等硬直的な組織運営とならないよう努めることとする。 

 

４．短期借入金の限度額 

（短期借入金の限度額） 

・運営費交付金の受け入れが最大３ヶ月遅れた場合を想定して、一般管理関係類支出の

約３ヶ月分（１８６百万円）を短期借入金の限度額とする。 

（想定される理由） 

  ・運営費交付金の受け入れが遅延 

 

５． 人事に関する計画 

・業務を効果的かつ効率的に実施できるよう研究の実状及び重点化等に則した人員の確

保及び人員の最適配置等の人事の円滑化を図る。 

・業務内容に沿った最適人材の確保とその最適配置を通じて、管理部門への支出を適正

なものとしつつ、研究関係部門への重点化を図る。 

 


